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Ⅰ はじめに
2017年６月26日, 金融庁は ｢｢監査報告書の透明化｣ について｣ と題する文書を公表し,
監査報告書への KAM (Key Audit Matters：監査上の主要な事項) 導入に向け, 企業会計審
議会監査部会ならびに日本公認会計士協会に対して具体的な検討を進めるよう促した。
これは, 株式新規公開 (IPO) やオリンパス, 東芝をはじめとする大企業による会計不正
事件を受けて金融庁が設置した ｢会計監査の在り方に関する懇談会｣ (2015年９月18日) が
2016年３月８日に公表した提言に基づく対応である1)。
金融庁は, 企業会計審議会に対しては, KAM導入上の課題についての具体的な検討を,
公認会計士協会に対しては, 実務上の課題を抽出するために KAMを試行的に作成する取り
組みを, それぞれに促した。
海外諸国では, 英国を筆頭に欧州連合 (EU), 国際監査・保証基準審議会 (International
Auditing and Assurance Standards Board : IAASB) においてすでに KAM導入が始まっている。
米国においても, 公開会社会計監督委員会 (Public Company Accounting Oversight Board :
PCAOB) が2017年６月１日に米国監査基準 ｢監査人が無限定適正意見を表明する場合の財
務諸表監査における監査人の報告書｣ 最終版2) を公表し, 証券取引委員会 (SEC) による承
認を待つだけであったが, 2017年10月23日に最終的に承認され, CAM (Critical Audit
Matters : 監査上の重要な事項)3) の導入が決まった。
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1) 本提言では, 会計監査の信頼性確保に向けて講ずるべき取組みとして以下の５項目を挙げている。
この提言を受けて, すでに, ｢監査法人の組織的な運営に関する原則｣ (監査法人のガバナンスコード)
の最終的な取りまとめや ｢監査法人のローテーション制度に関する調査報告｣ (第一次報告) が公表
されている。本稿の主題である ｢監査報告書の透明化｣ は, (2)の取組みの一環である。
(１) 監査法人のマネジメントの強化
(２) 会計監査に関する情報の株主等への提供の充実
(３) 企業不正を見抜く力の向上
(４) ｢第三者の眼｣ による会計監査の品質のチェック
(５) 高品質な会計監査を実施するための環境の整備
2) PCAOB [2017]
3) IAASBは KAM, PCAOBは CAMと, 表現こそ異なるが, 本稿では, 基本的に同意に用いている。
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KAM導入に向けて
このような海外諸国の情勢を受けて, KAM導入に向けて日本でも本格的な検討が始まっ
たと言えよう4)。
本稿では, 日本において今後検討が進むこととなる KAM導入に向けて, 監査報告書変革
の観点からどのような課題が導かれるかを明らかにしよう5)。
Ⅱ 監査報告書の意義
監査報告書は, 1934年のアメリカにおける証券取引法監査の法定化にともない短文式の標
準化が実行された。日本においても, 1957年に正規の財務諸表監査が始まり, 以来, 一部修
正は加えられたものの, 監査報告書の性格と構造については, 範囲区分と意見区分からなる
基本的構造に変化はない6)。
現行の金融商品取引法監査における無限定適正意見監査報告書の文例は, 図１のとおりで
ある。
文例で示しているように, 標準監査報告書の本文は, 監査対象, 連結財務諸表に対する経
営者の責任, 監査人の責任, 監査意見, および利害関係といった内容で構成されている。文
字数にして約1,100文字である。この構成は, 金融商品取引法監査である限り変わらない。
また, 記載文言に関しても, 被監査会社名と監査対象年度を除けば, 無限定適正意見が表明
される限り, 基本的に変わるところはない。言い換えれば, 監査報告書を読み慣れている読
者にとっては, 無限定適正意見から外れない限り, 監査報告書は○× (pass / fail) の確認だ
けで, 読む必要がないといっても過言ではない。
監査報告書が読む価値を持つのは, 無限定適正意見から外れる場合, すなわち, 限定付適
正意見, 不適正意見, 意見不表明といった監査報告書が作成される場合である。この場合,
標準監査報告書文例のうち, 監査人の責任の最後に記載される ｢当監査法人は, 意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している｣ という範囲区分最後の文言
ならびに監査意見が修正されるか, 監査意見のみが修正されるかのいずれかである。前者が,
いわゆる範囲区分の除外事項に基づく限定付適正意見ないし意見不表明であり, 後者が, 意
見区分の除外事項に基づく限定付適正意見ないし不適正意見である。
無限定適正意見が修正された場合, 監査報告書の利用者にとって, その記載内容は重要で
ある。しかし, 無限定適正意見以外の監査報告書が作成されることは現実には非常に稀であ
る。3,500社を超える東京証券取引所上場企業を調べてみると, 2015年度では３件 (意見不
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4) 金融庁の提言を受けて, 企業会計審議会第38回監査部会 (2017年10月17日) においても, KAM導
入の審議が始まっている。
5) 科学研究費基盤研究 (B) ｢監査報告書変革のあり方に関する理論的・実験的研究｣ (課題番号
16H03684) では, 2017年８月に米国でのインタビュー調査を進め, 現在は KAM導入にかかわる実
験研究を進めており, その成果を今後発表する予定である。
6) 1957年の監査報告書標準様式の公表以来, 基本的な構造は変わらないものの, 2003年と2011年に一
定の改訂がなされた。これらの改訂については, 朴 [2015a] を参照されたい。
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図１ 標準監査報告書の文例
独立監査人の監査報告書
平成×年×月×日
○○株式会社
取締役会 御中
〇 〇 監 査 法 人
指 定 社 員
業務執行社員
公認会計士 ○○○○ 印
指 定 社 員
業務執行社員
公認会計士 ○○○○ 印
監査対象
当監査法人は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため,「経理の状況」に掲げら
れている○○株式会社の平成×年×月×日から平成×年×月×日までの連結会計年度の連結財務諸表，すなわち，
連結貸借対照表，連結損益計算書，連結包括利益計算書，連結株主資本等変動計算書，連結キャッシュ・フロー計
算書，連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項，その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は，我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し
適正に表示することにある。これには，不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は，当監査法人が実施した監査に基づいて，独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は，我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は，当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために，
監査計画を策定し，これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては，連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は，当監査法人の判断により，不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は，内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが，当監査
法人は，リスク評価の実施に際して，状況に応じた適切な監査手続を立案するために，連結財務諸表の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また，監査には，経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は，意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は，上記の連結財務諸表が，我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して，
○○株式会社及び連結子会社の平成×年×月×日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営
成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には，公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
出所：監査・保証実務委員会実務指針第85号
＊本実務指針の文例では，監査対象という見出しは付けられていないが，他の段落・記載事項との比較のため便宜
的に記載した。
表明２件, 限定付適正意見１件), 2016年度に至っては, １件 (意見不表明) のみであった7)。
監査報告書がほぼ無限定適正意見で構成され, その記載文言が被監査会社名と監査対象年
度以外, 基本的に同じであるとするならば, 投資家等の財務諸表利用者は監査報告書を○×
式, pass / fail モデルと捉えて一瞥するのみであろう。
Ⅲ 監査意見と情報提供
監査報告書において最も重要な記載事項が監査意見であることは論を待たない。監査意見
の記載方法は変化を遂げてきたが, 現行の監査報告書では, 監査の結論として, ｢一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して, ……適正に表示しているものと認める (か
否か)｣ という文言に収れんされている。しかし, 先にも述べたように, 無限定適正意見を
外れることは非常に稀である。言い換えれば, 監査報告書の大部分は, 財務諸表が適正であ
る, ○ないし pass といったシグナルの表記にすぎない。それでは, 単なるシグナルの表記
に過ぎない定型文言 (boilerplate) の記載に固まった監査報告書に, 利用者は関心を向ける
ことはあるのだろうか。
これまでの監査報告書の展開を見てみると, 無限定適正意見以外の監査報告書, すなわち,
その根拠となる除外事項の記載以外で監査報告書読者の関心を引いてきたのは, 監査意見で
はなく, いわゆる監査人からの追加的ないし重複的な情報提供, すなわち, 説明区分での記
載事項であった。補足的説明事項, 特記事項, 追記情報がそれである。
このうち, 補足的説明事項は, 決算日後, 監査報告書作成日までに発生した事象で次期以
降の財務諸表に重要な影響を及ぼす事項であって, いわゆる後発事象と言われるものであっ
た。翌年度以降の財務諸表に反映される会計事象であり, 監査対象年度の財務諸表に影響を
及ぼさない事象であるが, 財務諸表利用者の意思決定に大きな影響を及ぼすため, 当時は監
査人からの追加的情報提供として重要な役割を果たしていた。
しかし, 後発事象を監査対象年度の財務諸表に注記することが規定されるに至って, 補足
的説明事項から追加的情報提供としての意義が失われることとなった。一方, 経営者に作成
責任のある財務諸表に対して追加的情報提供の性格を持つ補足的説明事項は, 監査人の責任
と経営者の責任の境界を曖昧にするという問題を抱えていた。したがって, その記載責任が
経営者に移行したことは二重責任の原則からも望ましいことであったともいえよう。
補足的説明事項の意義が失われたことにより, 新たに, 注意的・警報的情報としての特記
事項, 続いて強調事項としての追記情報が監査報告書に取り入れられることとなった。この
うち, 本来財務諸表での記載を前提としていた特記事項は, 時には追加的情報提供事項とし
ての性格を帯びることもあって, 最終的にその性格が曖昧となり, 2002年の監査基準の改訂
で追記情報に取って代わられたのである8)。
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7) ㈱プロネクサスの企業情報データベース eol を活用した。
追記情報とは, 財務諸表の記載について強調する必要がある事項及び説明を付す必要があ
る事項であって, 監査報告書に付加的情報として追記される。あくまでも, 監査人からの情
報提供であって, 財務諸表に対する意見の表明ではない。したがって, 監査報告書において
は, 監査意見とは明確に区別して記載する必要があり, ｢強調事項｣ ないし ｢その他の事項｣
といった区分を設けて記載される。
強調事項は, ｢財務諸表に表示または開示されている事項について, 利用者が財務諸表を
理解する基礎として重要であるため, 当該事項を強調し利用者の注意を喚起する必要がある
と監査人が判断する｣ 事項であるのに対し, その他の事項は ｢財務諸表に表示又は開示され
ていない事項について, 監査, 監査人の責任又は監査報告書についての利用者の理解に関連
するため, 当該事項を説明し利用者の注意を喚起する必要があると監査人が判断する9)｣ 事
項である。その他の事項は, 財務諸表そのものの理解には関係なく, あくまでも監査にかか
わる利用者の理解に関連する事項といわれるが, 実際の事例としては, 監査人の交代に伴う
前任監査人の監査意見を示す記載に限られており, この意味で, 財務諸表の理解に関連する
追記情報としての性格を持たない。したがって, 本稿ではその他の事項は追記情報として取
り扱わない。その結果, 追記情報は財務諸表に表示または開示されている事項のみを取り扱
うこととなる重複記載事項と理解すべきである。
強調事項としての追記情報には, 継続企業の前提に不確実性が認められるが無限定適正意
見が表明される場合の追記, 正当な理由による会計方針の変更, 重要な偶発事象, 重要な後
発事象などがある。
無限定適正意見以外の意見が表明される監査報告書は, 先に記載したように非常に稀であ
る。それに対して, 追記情報についてはどうだろうか。
ここでは, 追記情報が新たに導入された2003年３月期と, 最近, 2016年３月期の東京証券
取引所１部上場企業における追記情報の記載件数とその内訳を取り上げてみよう。
2003年３月期の追記情報の数は, eol データベースによると, 東京証券取引所１部上場企
業約1,200社に対して324件, その内訳は以下のとおりであった。
一方, 2016年３月期の追記情報の数は, 上場企業数約2,000社に対して265件, その内訳は
監査報告書変革の課題 27
表１：追記情報の記載件数 (2003年３月期)
継続企業の前提
正当理由のある
会計方針変更
後発事象 偶発事象 その他
14 182 123 4 1
(1) 2003年３月期東証第１部上場会社1,200社を対象に調査
(2) 追記情報記載件数：324件
8) 特記事項については, 朴大栄 [1994] [1998], 追記情報については, 朴大栄 [2003] を参照された
い。
9) 日本公認会計士協会 [2014b]
以下のとおりである。
双方を比較すると, 追記情報を記載している監査報告書の割合は2003年度が27％にあった
のに対して, 2016年度は13.3％10) とほぼ半減している。第一の理由は, 正当理由ある会計方
針の変更に関わる追記情報の記載件数が1/3になったことにある。これは, 前年の2002年度
まで, 正当理由のある会計方針の変更がいわゆる２号限定意見として取り扱われていたため,
2003年度はそれらがすべて横滑りで追記情報として取り扱われることとなったことによるも
のであろう11)。一方, 今日では, 正当理由ある会計方針の変更すべてが追記情報として取り
扱われるのではなく, あくまでも重要性を伴うものに限られるようになったための減少と思
われる。いずれにしろ, 正当理由ある会計方針の変更といった特殊事例を除けば, 追記情報
の代表は当初から後発事象であったということができよう。
強調事項としての追記情報は, ｢財務諸表に表示または開示されている事項について, 利
用者が財務諸表を理解する基礎として重要であるため, 当該事項を強調し利用者の注意を喚
起する必要があると監査人が判断する12)｣ 事項である。後発事象以外の強調事項が当期財務
諸表を読む時に注意すべき事項であるのに対して, 後発事象は, 当期財務諸表ではなく, 次
期以降の財務諸表に影響を及ぼす事項であり, 当期の財務諸表数値だけを見ていては次期以
降の予測を誤る可能性が高いため, 特に強調すべきとされる事項である。追記情報の過半数
が後発事象であることは, このように, 監査対象となっている財務諸表数値そのものではな
く, 当該財務諸表を将来予測に活用する際に留意すべき付加的な情報提供を欠くことができ
ないといった理由によるものと思われる。
追記情報の記載において常に問題とされるのが, 二重責任の原則との関係である。強調事
項としての追記情報は, 監査意見とは異なる監査人からの付加的情報提供であって, 経営者
が作成する財務諸表記載事項を超えるものではないため, 二重責任の原則には反しないと言
われてきた。実際にそうであろうか。強調事項としての追記情報事例として, 後発事象, 偶
発事象, 継続企業の前提などの具体例を見てみよう13)。
１．後発事象 (東芝：2016年３月期決算)
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表２：追記情報の記載件数 (2016年３月期)
継続企業の前提
正当理由のある
会計方針変更
後発事象 偶発事象 その他
4 59 170 10 22
(1) 2016年３月期東証第１部上場会社2,000社を対象に調査
(2) 追記情報記載件数：265件
10) 一つの監査報告書で２件以上の追記情報が記載されている場合もあるので, ここで示した割合は正
確ではないが, 複数記載はそれほど多くなく, 趨勢には影響しない。
11) 朴大栄 [2003] によれば, 2002年度の２号限定意見は174件でほぼ同数であった。
12) 日本公認会計士協会 [2014b]
13) 以下の事例についても eol データベースを利用している。
① 監査報告書 (2016年６月22日付) における強調事項の記載
｢連結財務諸表に対する注記32．重要な後発事象に記載されているとおり, 会社は,
2016年５月23日開催の取締役会において, 2016年６月22日開催の第177期定時株主総
会に株式会社東芝の資本金の額の減少について付議すること及びその他資本剰余金の
処分を決議し, また, 資本金の額の減少は上記定時株主総会において承認された。
当該事項は, 当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない｡｣
② 連結財務諸表に対する注記32の記載
｢32．重要な後発事象
㈱東芝の貸借対照表の資本金の額の減少及びその他資本剰余金の処分
当社は, 2016年５月23日開催の取締役会において, 2016年６月22日開催の第177期
定時株主総会に日本の会社法第447条第１項の規定に基づき㈱東芝の貸借対照表の資
本金の額の減少 (239,901百万円) について付議すること, 及び日本の会社法第452条
の規定に基づき㈱東芝の貸借対照表のその他資本剰余金の処分 (462,049百万円) (資
本金の額の減少により増加した額を含む) を決議しました。また, 資本金の額の減少
は, 上記定時株主総会において承認されました｡｣
２．偶発事象 (東亜建設工業：2016年３月期決算)
① 監査報告書 (2016年６月29日付) における強調事項の記載
｢注記事項 (連結貸借対照表関係) ７偶発債務 (3) に記載されているとおり, 会
社が施工した東京国際空港ほかの地盤改良工事において, 仕様書に反する施工不良並
びに虚偽の報告をしていた事実が判明した。会社は, 本件につき調査委員会を設置し,
状況の調査を進めており, 将来的には本件にかかる損失が生じる可能性がある。当該
事項は, 当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない｡｣
② 連結貸借対照表に対する注記７の記載
｢7．偶発債務 (3)
当社が施工した東京国際空港ほかの地盤改良工事において, 仕様書に反する施工不
良並びに虚偽の報告をしていた事実が判明いたしました。本件につきましては, 弁護
士を含む調査委員会を設置し状況等の調査を進めており, 将来的には本件にかかる損
失が生じる可能性があります。ただし, 現時点においては発注者と協議中であり, そ
の金額を合理的に見積もることは困難であるため, その影響を連結財務諸表には反映
しておりません｡｣
３．継続企業の前提 (クボテック：2016年３月期決算)
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① 監査報告書 (2016年６月24日付) における強調事項の記載
｢継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり, 会社は, 平成26年３月期
まで３期連続の営業損失, 経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上し,
営業キャッシュ・フローのマイナスとなったが, 前連結会計年度は営業利益, 経常利
益及び親会社株主に帰属する当期純利益を計上し, 営業キャッシュ・フローもプラス
となった。しかしながら, 当連結会計年度においては, 営業キャッシュ・フローのプ
ラスを確保したものの, 営業損失, 経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を
計上した。したがって, 当連結会計年度においては, 前連結会計年度に引き続き継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており, 現時点では継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお, 当該状況に対する対応策及び
重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸
表は継続企業を前提として作成されており, このような重要な不確実性の影響は連結
財務諸表に反映されていない。
当該事項は, 当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない｡｣
② 継続企業の前提に関する注記の記載
｢当社グループの主たる事業である検査機システム事業では, 主たる顧客であるフ
ラットパネルディスプレイメーカーの設備投資は, スマートフォン向けなどの需要に
支えられ, 一部において回復の傾向にありましたが, 世界経済の減速と共に不透明感
が増しております。
当該状況のなか, 平成26年３月期まで３期連続の営業損失, 経常損失及び親会社株
主に帰属する当期純損失を計上し, 営業キャッシュ・フローのマイナスとなりました
が, 前連結会計年度は営業利益, 経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益を計
上し, 営業キャッシュ・フローもプラスとなりました。しかしながら, 当連結会計年
度においては, 営業キャッシュ・フローのプラスを確保したものの, 営業損失, 経常
損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上しました。
したがって, 当連結会計年度におきましては, 前連結会計年度に引き続き継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識して
おります。当社グループは, 当該状況を解消すべく日本セグメントをはじめ, 新規事
業・新製品開発と事業構造の改革に取り組んでおります。
具体的には, 検査機システム事業においては, 機能性フィルム, タッチパネル向け
など従来の液晶以外の検査機システムの開発, 販売を強化し新規顧客の開拓を進める
と共に, 成長が見込まれる中国市場や付加価値の高い国内市場にも注力しております。
また, 創造エンジニアリング事業, メディアネット事業では国内販売を強化し, 収益
の増加を図っております。
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さらに, 売上債権や在庫など総資産の圧縮, 設備投資を抑制し現有資産の効率的な
利用と人件費をはじめとする固定費の見直しによって, 損益構造の改善にも努めてお
ります。
また, 米国セグメントにおいては, 子会社 Kubotek USA, Inc. の収益性改善に向け,
顧客ニーズに適合した製品開発の強化と, 欧州を含むより大きな市場に向けた新規開
拓を推進しております。
一方で, 新規事業として安全, 低コストかつ大容量の蓄電媒体である次世代フライ
ホイール蓄電システムの研究開発は一定の成果を上げ, 早期の収益計上を目指して今
後は製品開発を進めてまいります。
以上の対応策の実施により, 事業構造を早期に転換し事業価値の向上に努め, 収益
性の回復と製品開発, 販売拡大により事業基盤の強化を図り, 当該状況の解消, 改善
に努めてまいります。
しかしながら, 主たる事業である検査機システム事業の受注動向は, 顧客の設備投
資の動向に大きく依存していることから, 依然として不透明であり, 現時点では継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
なお, 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており, 継続企業の前提に関
する重要な不確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません｡｣
４．その他の事項 (ヤフー：2016年３月期決算)
① 監査報告書 (2016年６月７日付) における強調事項の記載
｢企業結合の注記に記載されているとおり, 会社は, 2015年８月27日付でアスクル
株式会社を子会社化した。 当該事項は, 当監査法人の意見に影響を及ぼすものでは
ない。
② 連結財務諸表注記5．企業結合アスクルの記載
｢アスクル
(1) 企業結合の概要
当社の関連会社であり主にオフィス用品通販サービスを行っているアスクル(株)は,
2015年５月19日開催の同社取締役会において決議された自己株式取得の履践により,
2015年８月27日 (支配獲得日) より新たに当社の子会社となりました。アスクル(株)
による自己株式取得の結果, 当社の保有するアスクル(株)の議決権比率は41.7％
(2015年５月20日現在) から44.4％ (2015年８月27日現在) となり, 議決権の過半数
を保有しておりませんが, 議決権の分散状況および過去の株主総会の投票パターン等
を勘案した結果, 当社がアスクル(株)を実質的に支配していると判断し, 同社を連結
子会社化しております。また, 当社が既に保有していたアスクル(株)に対する資本持
監査報告書変革の課題 31
分を支配獲得日の公正価値で再測定した結果, 59,696百万円の段階取得による利益を
認識しております。この利益は連結損益計算書上, ｢企業結合に伴う再測定益｣ に計
上しております｡｣
これら４つの事例を見てもわかるように, 監査報告書における強調事項の記載と財務諸表
注記における記載との間に齟齬はなく, すべて注記事項における文言から複写しているのみ
である。たとえば, 東芝における両者の記載内容を比較するに, 監査報告書では, 強調事項
として, 財務諸表の注記32に記載している東芝の貸借対照表の資本金の額の減少及びその他
資本剰余金の処分を取り上げているが, 一言一句, 注記の記載内容を越える表記を含んでい
ない。この意味で, 強調事項としての追記情報の記載は, 注記の記載内容の適否について監
査意見を表明するものではなく, 監査基準委員会報告書706が言うように, あくまでも, 利
用者が財務諸表を理解する上で注意すべき事項を記載するものに過ぎないと言えよう。
しかし, 追記情報が基本的に強調事項であり, すでに財務諸表に記載されている事項の強
調に過ぎないとしても, 追加的な情報提供と同様, 監査人が財務諸表に関して重視すべき情
報を選択し, その結果, 財務諸表利用者の意思決定判断にまで介入することとなり, 監査報
告書作成責任の範囲を超えるものであるとの批判を浴びる可能性がある。
追記情報は監査意見ではなく, ｢財務諸表に表示または開示されている事項について, 利
用者が財務諸表を理解する基礎として重要であるため, 当該事項を強調し利用者の注意を喚
起する必要があると監査人が判断する｣ 強調事項であるという定義は, 財務諸表の理解にとっ
て基礎的重要事項であるとの判断, また, 利用者が財務諸表を読む際に注意する必要のある
事項であるとの判断を伴うものである。しかし, 財務諸表記載事項自体の重要性判断は本来
会社側の責任で行うべきものであり, 財務諸表利用において強調すべき重要な情報の判断に
不備がある場合は, 財務諸表の適正表示に問題があると判断することができよう。追記情報
が, 財務諸表上での開示を前提としていることからも明らかである。財務諸表における重要
な情報の開示に不備がある場合は, 追記情報の対象ではなく, 監査意見の対象となる。
財務諸表監査の目的は, ｢経営者の作成した財務諸表が, 一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して, 企業の財政状態, 経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているかどうかについて, 監査人が自ら入手した監査証
拠に基づいて判断した結果を意見として表明することにある｣ (監査基準第一監査の目的１)。
たしかに, 監査基準の報告基準は, 監査意見のみならず財務諸表の記載について強調すべ
き事項, 説明すべき事項の追記を認めている。しかし, 財務諸表情報に関しては, 経営者が
財務諸表を作成するとともに, 財務諸表の理解に必要な情報を注記等で提供する役割を担う。
監査人の役割は経営者の作成する財務諸表が適正であるか否かについての意見表明にあり,
投資家を代表とする利用者は, 監査報告書により財務諸表の適正性を理解することによって,
会社の財務諸表を意思決定資料として信頼して活用する。監査人が財務諸表の適正表示に関
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する意見表明に加えて, 投資家が必要とする情報を追加的に提供したり, 財務諸表の解釈そ
のものに入り込むことは, 監査人の役割を越えるものであるともいえよう。
一方, 固定資産やのれんの減損損失の測定, 受取勘定の回収可能性など, 会計処理に見積
りの要素が増えてきている今日, ○×式 (pass / fail) で結論を示し, しかもその大部分が〇
(pass) を示す無限定適正意見だけでは, 財務諸表監査の社会的意義が理解され難い (本来
はこれだけでも十分な意義があるのだが) こと, 監査人にとっても, 監査意見が４種類しか
なく, 無限定適正意見と言っても, その信頼性の程度に差が認められることを考えると, 利
用者が財務諸表を理解する基礎として重要である事項を強調し利用者の注意を喚起する必要
があるとの考え方を無視するわけにはいかない。
監査意見の信頼性に差が認められることへの対応と, 二重責任の原則の保持との衝突をど
のように解消するかが大きな課題となっている。
この意味で, 追記情報に代わる監査人からの新たな情報提供が検討されるべきであり, そ
れが日本でも本格的な検討が開始された KAMであると言えよう。
Ⅳ 追記情報と KAM
追記情報の意義は強調事項としての性格にあり, その本質は注記を含む財務諸表情報のう
ち, 利用者の理解にとって重要な事項を監査報告書で取り上げ, ひいては, 利用者の注意を
喚起するところにある。特に, 将来予測や見積りの要素を大きく含む会計情報の増加, 売上
計上など収益認識時点についての不確実要素の高まりなどが財務諸表数値の信頼性に揺らぎ
を与えていることは事実である。
追記情報は, このような会計数値の不確実性を背景に, 監査報告書に強調区分を設け, 監
査意見とは異なる形で, ｢財務諸表に表示又は開示されている事項について, 利用者が財務
諸表を理解する基礎として重要であるため, 当該事項を強調し利用者の注意を喚起する必要
があると監査人が判断｣ して記載する事項である。監査人からの企業財務情報の提供と誤解
されないよう, 意見区分とは区別して監査意見ではないことを強調するとともに, 注記を含
む財務諸表上の文言を繰り返すことで, 新たな追加的財務情報と誤解されないように留意し
ている。
しかし, 先にも述べたように, 注記を含む財務諸表記載事項から監査人が財務諸表利用者
にとって重要と判断する事項を取り上げて強調すること自体が, 監査の本質を越えて, 財務
諸表に対する新たな情報の提供ないし利用者の財務諸表解釈に影響を与える行為であると批
判することもできよう。
例えば, 追記情報導入以前の特記事項を対象とはしているが, 同じ意味合いで特記事項を
批判していた鳥羽・秋月の以下の記述がある。
｢財務諸表利用者にとって重要な内容であっても, かかる記載に対する注意喚起やある種
の警報は経営者が本来行うべきである。特記事項に相当する重要な警報情報の要件を前もっ
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て基準化しておき, その基準に該当する事項については, 経営者が財務諸表の中でしかるべ
き注意喚起を行い, 経営者がそれを怠っている場合には, 監査人が財務諸表の適正表示の枠
組みのもとで限定事項として扱う方式があるべき姿である14)｡｣
監査の本質は, あくまでも経営者が作成する財務諸表の適正性について監査意見を表明す
るところにある。適正な財務諸表を作成する責任は経営者にある。これが二重責任の原則で
ある。現在の監査制度が二重責任の原則を重視していることは図１で示した標準監査報告書
を見ても明らかである。定型文例においては, ｢連結財務諸表に対する経営者の責任｣ と
｢監査人の責任｣ の表題のもとで二重責任の原則を強く謳っている。経営者の責任について
は, ｢経営者の責任は…企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に表示するこ
とにある｣ と。したがって, 適正表示のもと, 財務諸表の中で利用者に必要な注意を喚起す
べきは経営者の役割である。注意情報, 警報情報等が適切に記載されておらなければ, この
ような財務諸表は表示・公開における限定意見の表明につながるのである。
一方, 本来なら, 監査人は財務諸表が〇か×か (pass / fail) を表明するだけで責任を果た
したことになる。しかし, 監査意見の表明だけで監査人の責任を果たしたことになるにもか
かわらず, 何故, 財務諸表利用者は, 監査意見と定型文言だけの監査報告書に, 読む価値が
ないと批判する15) のか。
監査意見は, 意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し, その合理的証拠に
基づいて４つの監査意見のいずれかが選択される。監査意見の形成においては, 監査人は,
経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性ならびに経営者によって行われた見積
りの合理性を評価し, 全体としての財務諸表の適正表示を検討する。監査証拠は, 監査手続
を通じて入手されるが, 監査手続は, 監査人の判断により, 不正又は誤謬による財務諸表の
重要な虚偽表示リスクの評価に基づいて選択及び適用される。このリスク評価に際しては,
財務諸表の作成に関連する内部統制の検討が行われる16)。
監査人の判断過程は, このように非常に複雑なものであり, 最終的な監査判断の信頼性は,
監査対象の複雑性, 不確実性の高まりにより, ４つの監査意見それぞれで大きく差を広げる
結果となっている。特に, 監査意見の大部分を占める無限定適正意見が保証する適正性の水
準は, 監査対象の置かれている状況によって異なることは否めない事実である。
財務諸表作成過程の複雑化, 同様に, 監査判断過程の複雑化, これらの諸要素が監査意見
と定型文言だけの監査報告書を認めなくなっているのである。
監査対象である財務諸表も同じである。財務諸表を作成する経営者は, 会計処理の複雑性,
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14) 鳥羽至英・秋月信二 [2000] 80頁。
15) 井上善弘 [2014] は, 代表的な財務諸表利用者である証券アナリストに対して行ったインタビュー
調査の結果から, ｢現行の標準監査報告書は紋切型 (boilerplate) で過度に標準化されており, 監査法
人 (および業務執行社員) の名称と監査人が交代しているかどうかしか興味をもたない。現行の監査
報告書が監査の性質や限界を含めて監査人の責任を表示することに偏っている｡｣ との批判的見解が
あることを紹介している。３頁。
16) 日本公認会計士協会 [2014a]
見積りの不確実性に応える会計処理を行うとともに, 複雑性・不確実性の内容を明確に利用
者に知らせることが必要である。
例えば, 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在する場合で
あって, 当該事象又は状況を解消し, 又は改善するための対応をしてもなお継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められるときは, 当該事象又は状況が存在する旨及びその内容,
当該事象又は状況を解消し, 又は改善するための対応策, 改善のための対応をしてもなお継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる旨及びその理由を注記したうえで, 当該
財務諸表が継続企業を前提として作成されており, 継続企業の前提に関する重要な不確実性
の影響を財務諸表に反映していない旨を記載せねばならない17)。
これに対して, 監査基準委員会報告書570 ｢継続企業｣ は, 継続企業の前提に重要な不確
実性が認められる場合の監査人の対応を以下のように規定している。
監査人は, 継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切でない場合, あるいは適
切であるが重要な不確実性に係る注記が適切でない場合は, 前者においては不適正意見を,
後者においては開示が不十分であるとして, 財務諸表に及ぼす影響の重要性に応じて, 限定
付適正意見ないし不適正意見を表明する。このような対応は, 監査人の本来的業務である監
査意見の表明に係るものであり, 利用者にとっても有用な監査報告書の提供となる。
問題は, 継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるが重要な不確実性が
認められる場合で, 重要な不確実性に関する注記が適切である場合である。このような場合,
監査意見は無限定適正意見が表明される。しかし, この無限定適正意見は, 継続企業の前提
に重要な不確実性が認められる場合と不確実性のない場合とでは, 単純な財務諸表が〇か×
か (pass / fail) の監査意見とは異なる性格を持つ。財務諸表が適正ではあっても, 適正であ
ることを保証する水準が異なるからである。この場合, 利用者に対し, 財務諸表が適正に作
成されているとしても, 継続企業を前提として作成されていることに重要な不確実性がある
ことを監査人自身が知らしめることは不可欠である。利用者にこのように重要な不確実性が
あることを注意喚起するために, 財務諸表注記の記載を越えないという制約のうえで, 強調
事項としての継続企業の前提に係る記載が行われるのである。しかし, 財務諸表注記での記
載を越えないという制約を設けたとしても, やはり, 経営者と監査人との間にある二重責任
の原則に反するという懸念を拭うことはできない。
ここでの最大の課題は, 一方では, 継続企業の前提に重要な不確実性があることを利用者
に注意喚起すること, 他方では, 監査対象である財務諸表の作成ないし注記を含む財務諸表
情報に対する関与を控えることといった相矛盾する行為をいかにして両立させるかである。
現在, 世界で監査報告書の長文化, 透明化18) が進められている。日本でも本格的な導入の
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17) 財務諸表等規則第８条の27
18) 金融庁 ｢会計監査の在り方に関する懇談会｣ 提言では, ｢株主等に対する会計監査の内容等に関す
る情報提供を充実させる観点｣ から監査報告書における KAMの記載を監査報告書の透明化の一環と
して捉えている。(金融庁 [2016])
検討が開始された KAM (Key Audit Matters : 監査上の主要な事項) こそ, この問題を解決
する有効な手段になるのではないかと期待される。
Ⅴ KAM導入の意義と課題
英国, 欧州ではすでに KAM の導入が始まり, 米国においても2017年10月に CAM
(Critical Audit Matters : 監査上の重要な事項) の導入が決まった。
国際監査基準 (ISA) 701によれば, KAMは, 当年度の財務諸表監査において, 監査人が
職業的専門家として最も重要であると判断した事項であるとしたうえで, 財務諸表監査全体
ならびに監査意見の形成においてどのように KAMに対応したかを説明する一方, 監査人は,
当該事項に対して個別に意見を提供するものではない19) と言う。KAMの記載は, 監査意見
ではなく, 同時に, 財務諸表利用者が財務諸表を理解するに当たって必要な情報そのものを
提供しようとするものでもなく, あくまでも, 監査意見を形成したうえで, 監査人の役割で
ある財務諸表監査の実施と監査意見の形成に係る情報を提供しようとするものである。
したがって, 以下のような財務諸表に係る情報や監査意見の代替ではないことを強調して
いる20)。
(a) 財務諸表情報ないし適正表示を達成するために必要な情報の開示に代わるもの
(b) ISA705 (改訂) に準拠して表明される無限定適正意見以外の監査意見に代わるもの
(c) 継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し, かつ, 当該
事象又は状況に重要な不確実性が認められる場合に, ISA570 (改訂) に準拠した報告
に代わるもの
(d) 個々の事項に関する個別の意見 (A5A8 参照)
米国においても, 先に触れたように, PCAOBが2017年６月１日に監査報告書にかかわる
新たな監査基準を公表し, 同年10月23日の SECによる承認によって CAMの導入が最終的
に決定された。
PCAOBによれば, CAMとは, 監査委員会とコミュニケーションが行われた, 又は行う
ことが求められた事項であり, かつ, (1) 財務諸表の重要な勘定科目又は開示に関連してお
り, (2) 特に困難, 主観的, 又は複雑な監査判断を伴う事項であると定義されている21)。ま
た, CAMについては, CAMの内容, 監査人が当該事項を CAMであると判断した主要な理
由, CAMに関してとられた監査上の対応, CAMに関連する財務諸表の勘定科目又は開示へ
の言及22) を記載することとされており, ISA同様, 財務諸表に関する情報や監査意見ではな
く, 監査の実施と監査意見の形成に係る情報を提供しようとするものである。
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19) IAASB [2015] 11
20) IAASB [2015] 4
21) PCAOB [2017] p. 11
22) PCAOB [2017] p. 12
財務諸表作成過程における会計処理の複雑化, 会計処理における見積りの不確実性などは,
監査意見と定型文言だけの監査報告書を認めなくなっている。そのため, 複雑性・不確実性
の内容を利用者に明確に知らせるため, 経営者が詳細に開示する財務諸表注記, これらの財
務諸表注記の重要性に注意を喚起させるための強調事項としての追記情報が, 一方では財務
諸表の信頼性を高めるために, また他方では, 監査報告書の信頼性を高めるために提供され
ている。しかし, 監査報告書における財務諸表への言及は, たとえそれが監査人からの新た
な財務諸表情報の提供ではなく, 単なる財務諸表記載事項の強調であるにすぎないとしても,
財務諸表にかかわる監査人と経営者との間の二重責任の原則に反するという疑問を払しょく
することはできない。
この問題を解消するためには, 監査報告書はあくまでも監査意見ならびに監査に係る情報
に限定すべきである。強調事項としての追記情報の記載が財務諸表に直接かかわる情報であ
るのに対して, KAM/CAMは, 監査意見形成に係る監査判断上の重要事項について利用者
に情報を提供するものであって, 財務諸表自体の情報を提供するものではない。この意味で,
二重責任の原則に反するという疑問を払しょくできる可能性がある新たな監査報告書記載事
項と言えよう。財務諸表注記が財務諸表の信頼性を向上させるのに対して, KAM/CAMは
監査報告書の信頼性を向上させるものと言うことができる。
監査報告書において最も重要な記載事項が監査意見であることは論を待たない。しかし,
KAM/CAMの記載が, 企業と財務諸表利用者の対話の充実を促すこと, 同時に, 企業と監
査人のコミュニケーションの充実を促すことが期待されよう23)。結果として, 財務諸表利用
者, 企業, 監査人といった財務諸表情報を取り囲む三者間のコミュニケーションの充実が図
られるという意味からも, KAM/CAMの導入は, 監査報告書の変革に導くものと言うこと
もできる。
KAM/CAMの導入に当たって生じてくる課題の第一は, KAM/CAMの記載が従来の監査
報告書同様, 定型文言化 (boilerplate) しないかどうかである。どの会社でも, どの年度で
も, 同じ内容が KAM/CAMとして記載されるようになれば, 監査人からの有用な情報提供
ではなく, 読む価値のない単なる定型文言の記載となり, ３者間のコミュニケーションは実
現しないだろう。KAM/CAMは, あくまでも個々の監査ごとに, 個々の監査対象企業の状
況ごとに判断されねばならない。
また, KAM/CAMの前提は, 財務諸表における勘定数値ないし注記による情報の提供で
ある。これがない場合, あるいは誤った情報である場合, これらは, 本来なら, 誤った会計
処理ないし開示情報の不十分性から監査意見の限定につながることとなる。しかし, 注記等
の開示の程度は各国の開示制度によって異なっている。この注記範囲の相違が KAM/CAM
として取り上げられる対象や記載内容に異なる影響を及ぼす場合もある。KAM/CAM導入
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23) 金融庁 [2017]
に当たっては, これらの問題をどのように克服するかが課題となろう。解決のためには, 英
国・欧州での実態調査, また, 今後本格化する米国での開示内容の実態調査が不可欠である。
我々が進めている科学研究費基盤研究 (B) ｢監査報告書変革のあり方に関する理論的・
実験的研究｣ (課題番号16H03684) では, 2017年８月に米国でのインタビュー調査を進め,
現在は KAM導入にかかわる実験研究を進めている。次には, このインタビュー調査の取り
まとめと実験研究の成果をまとめるとともに, KAM/CAMに対する欧米諸国の事例研究を
進めていきたい。
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Problem relating to Changes in the Auditor’s Report
PARK Tae-Young
This paper discusses “Key Audit Matters and Critical Audit Matters” (KAM/CAM).
KAM (IAASB Standards) are those matters that, in the auditor’s professional judgment, were
of the most significance in the audit of the financial statements of the current period. CAM
(PCAOB Standards in the U.S.) refers to any matters arising from the audit of financial state-
ments that were communicated to or were required to be communicated to the audit committee,
and that (1) relate to accounts or disclosures that are material to the financial statements, and
(2) involved especially challenging, subjective, or complex auditor judgments.
Neither standards apply to information about the financial statement itself or the audit opinion;
rather, they are intended to apply to information that affects enforcement of the audit or the
formation of the audit opinion.
The complexity of recent financial reporting has supported improving the content of the
auditor’s report beyond the current pass / fail model, to include a more relevant context regarding
the audit of financial statements. Thus, an increase in the accounting estimate has required the
auditor to add a paragraph to the auditor’s report to emphasize matters regarding the financial
statements. On the other hand, the emphasis of the paragraph may be inconsistent with “the prin-
ciple of dual responsibility,” which assumes that financial statements are the responsibility of the
company’s management and that the auditor’s responsibility is to express an opinion on the fair
presentation of financial statements based on his or her audit.
KAM/CAM may provide information necessary for financial statement users in a form that
does not violate the principle of dual responsibility. In Japan, examination for the introduction of
KAM/CAM started last year.
In this paper, I consider the introduction of KAM/CAM as a change in the auditor’s report, and
will clarify the problems relating to this purpose.
